様式第２の５（第４関係）
特定の農家住宅資金に関する証明書

	借入申込者

氏名
	
	借入申込者

住所
	

	申込金額
	
	事業内容
	

	事業費
	
	
	

	事業着手年月日
	
	事業完了年月日
	

	
上記の者は、
	1 農業振興地域

（農業振興地域の整備に関する法律第６条第１項）

2 過疎地域（過疎地域自立促進特別措置法第２条）

3 振興山村の地域（山村振興法第７条１項）

4 特定農山村地域（特定農山村地域における農林漁業の活性化のための基盤整備の促進に関する法律第２条第１項
	内の農業者であって、

	
次の要件


	1 農業生産に伴って生ずる公害の防止のために移転するとき。

2 土地改良法（昭和24年法律第195号）に規定する事業の実施に伴い移転するとき。

3 その意欲と能力からみて、今後食料・農業・農村基本法（平成11年法律第106号）において育成することとされている効果的かつ安定的な農業経営に発展し得る者として知事が認めた者が、新たに主たる事業として農業経営を営むためにその住宅を改良、造成又は取得するとき。

4 自立経営を志向する農業後継者が婚姻のため又は特別の理由がある場合として知事が特に必要と認めた場合に新たにその住宅を取得又は造成（独自の居室を作るための改良を含む。）するとき。

5 自立経営を志向する者が特別の理由がある場合として知事が特に必要と認めた場合にその住宅の改良（台所、食事場、浴室、洗面所、便所、し尿浄化装置及び自家用給排水施設であって、知事が特に普及を図る必要があると認めるものの改良に限る。）をするとき。

6 新規就農青年等が、就農計画が知事に認められた場合において、新たに主たる事業として農業経営を営むためにその住宅の改良、造成又は取得するとき。
	　　に基づいて



	事業実施するものであることを証明します。

　　　　　年　　　月　　　日

市町村長名　　　　　　


１　証明書欄の該当地域、該当要件以外は、抹消すること。

２　要件については、内容について別に資料提出を求めることがある。


（Ａ４）

